
「持続可能な国際競技力向上のための施策に関する評価検討会」設置要項

令和６年 10月 24日

スポーツ庁次長決定

令和６年 11月 15日

一 部 改 正

１．趣 旨

 「持続可能な国際競技力向上プラン」（令和３年 12月 27日）に基づいて実施してい

る施策について、取組状況、成果及び課題等を検証し評価するため、「持続可能な国際

競技力向上のための施策に関する評価検討会」（以下「本検討会」という。）を開催す

る。

２．検討事項

 本検討会は、「持続可能な国際競技力向上プラン」に基づく施策に関し、次の事項に

ついて評価検討を行う。

（１）これまでの施策の成果及び課題

（２）（１）を踏まえた施策の改善の方向性

（３）その他

３．実施方法

（１）本検討会は、別紙に掲げる学識経験者等で構成する。

（２）必要に応じ、別紙以外の者にも協力を求めることができるほか、関係者の意見を

聴くことができるものとする。

４．開催期間

令和６年 11月１日 ～ 令和７年３月 31日

５．公開等の取扱い

（１）本検討会の資料及び議事要旨は、不開示情報を除き、原則としてスポーツ庁ホー

ムページへの掲載により公開する。ただし、座長が非公開とすることが適当と認め

る場合には、その一部又は全部を非公開とすることができる。

（２）報道機関からの要請があった場合、座長は、他の構成員の異議がないとき、会合

の全部又は一部を公開することができる。

６．その他

（１）本検討会に関する庶務は、スポーツ庁競技スポーツ課において行う。

（２）本検討会の運営に必要な事項は、本要項に定めるもののほか、本検討会に諮って

定める。
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谷本 歩実  名城大学薬学部特任教授

福井  烈  プロテニスプレーヤー

三井 利仁  日本福祉大学大学院スポーツ科学研究科教授

【オブザーバー】
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